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■
報
奨
金
　
▲
３
７
０
万
円

　
　
有
害
鳥
獣
ハ
ン
タ
ー
の

減
少
に
よ
る
も
の
か
。

　
　
ハ
ン
タ
ー
は
高
齢
化
に

は
あ
る
が
、
令
和
４
年
度
と

比
較
し
て
も
、
捕
獲
量
は

減
っ
て
い
な
い
。
予
算
を
多

め
に
確
保
し
て
い
た
と
い
う

要
因
が
あ
る
。

■
商
工
振
興
費
報
酬

　
　
　
　
　
　
　
　
45
万
円

　
高
規
格
道
路
の
延
伸
に
併

せ
て
準
備
し
て
い
く
道
の
駅

「
上
川
口
」(

仮
称)

の
設
置

検
討
委
員
会(

年
４
回
予
定)

の
委
員
20
名
へ
の
報
酬
。

■
寄
附
金
謝
礼
　

　
　
　
２
億
２
５
０
０
万
円

■
返
礼
品
配
送
手
数
料

　
　
　
　
１
億
７
０
５
万
円

■
受
領
業
務
代
行
手
数
料

　
　
　
１
億
１
８
０
３
万
円

■
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
特
例
申
請

手
数
料
　
　
２
１
６
６
万
円

■
返
礼
品
取
扱
業
務
委
託
料

　
　
　
　
　
１
０
７
３
万
円

　
　
全
国
的
に
課
題
と
な
っ

て
い
る
点
は
国
の
規
定
通
り

運
用
で
き
て
い
る
か
。

　
　
返
礼
品
は
町
内
で
生
産

さ
れ
て
い
る
も
の
を
使
用
し
、

寄
附
額
の
30
％
以
内
を
遵
守

し
て
い
る
。
次
年
度
の
課
題

と
し
て
、
配
送
料
の
ア
ッ
プ

や
物
価
高
騰
に
よ
り
、
経
費

が
寄
附
額
の
50
％
を
超
え
る

可
能
性
が
あ
る
。
動
向
を
注

視
し
、
対
応
し
て
い
く
。

■
町
営
住
宅
等
整
備
工
事
　

　
　
　
３
億
７
４
６
９
万
円

　
横
浜
改
良
住
宅
４
戸
、
浜

松
改
良
住
宅
６
戸
分
の
解
体

費
含
む
建
設
費
。

■
町
営
住
宅
等
整
備
委
託

　
　
　
　
　
１
７
５
０
万
円

　
弘
野
団
地
の
和
式
ト
イ
レ

を
洋
式
ト
イ
レ
に
改
修
す
る

も
の
。
21
戸
分
を
計
上
。

■
老
朽
住
宅
除
去
事
業
補
助

金
　
　
　
　
１
３
０
０
万
円

　
補
助
上
限
が
、
１
０
０
万

円
か
ら
１
３
０
万
円
に
上

が
っ
た
。
10
件
分
を
計
上
。

●
分
担
金
賦
課
徴
収
条
例
の

一
部
改
正

　
急
傾
斜
地
崩
壊
対
策
事
業

や
県
お
よ
び
町
単
独
で
実
施

さ
れ
る
が
け
く
ず
れ
住
家
対

策
事
業
の
所
有
者
と
な
る
住

民
の
負
担
割
合
の
大
幅
な
軽

減
を
行
う
も
の
。

　
　
大
幅
な
負
担
軽
減
だ
が
、

そ
の
き
っ
か
け
は
。

　
　
本
町
は
、
津
波
や
河
川

増
水
の
リ
ス
ク
が
高
く
、
新

築
す
る
際
の
制
限
が
あ
る
。

町
内
に
新
築
す
る
場
所
が
少

な
い
た
め
、
安
全
な
宅
地
確

保
に
つ
な
が
る
よ
う
、
近
隣

市
町
村
と
比
較
し
、
今
回
町

単
独
で
改
正
に
踏
み
切
っ
た
。

■
太
陽
光
発
電
施
設
設
置
補

助
金
　
　
　
６
３
５
７
万
円

　
自
家
消
費
用
と
し
て
設
置

す
る
太
陽
光
パ
ネ
ル
に
つ
い

て
３
分
の
２
補
助
予
定
。

■
省
エ
ネ
家
電
買
替
補
助
金

　
　
　
　
　
４
１
６
６
万
円

　
国
の
要
項
が
決
定
す
れ
ば
、

対
象
商
品
が
定
ま
り
、
３
分

の
２
補
助
予
定
。

■
脱
炭
素
カ
ル
テ
訪
問
員

　
　
　
　
　
　
７
１
９
万
円

　
令
和
５
年
度
に
続
き
、
各

戸
を
訪
問
し
、
調
査
や
啓
発

活
動
に
取
り
組
む
。

●
水
道
事
業
会
計
予
算

　
令
和
６
年
度
、
上
川
口
配

水
池
隣
り
に
急
速
ろ
過
器
を

設
置
す
る
。

■
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
会
社
補
助

金
　
　
３
億
４
７
３
９
万
円

　
設
立
予
定
の
電
力
会
社
へ

の
補
助
金
。

　
　
工
事
開
始
の
時
期
と
造

成
の
必
要
は
。

　
　
材
料
確
保
の
課
題
は
あ

る
が
、
年
度
明
け
早
々
に
発

注
予
定
。
造
成
は
、
主
に
切

土
で
、
地
盤
改
良
も
必
要
。

住
宅
除
去
事
業
補
助

上
限
１
３
０
万
円
に

自
家
消
費
用
太
陽
光
パ
ネ
ル
設
置
、

省
エ
ネ
家
電
買
い
替
え
に
補
助
金

急
傾
斜
対
策
事
業
等

住
民
負
担
軽
減
に

●
令
和
５
年
度

一
般
会
計
補
正
予
算

●
令
和
６
年
度

一
般
会
計
当
初
予
算

湊
川
ふ
れ
あ
い
セ
ン
タ
ー

屋
上
に
設
置
の
太
陽
光
パ

ネ
ル(

令
和
６
年
３
月)

カ
ツ
オ
の
藁
焼
き
実
演

(

令
和
６
年
３
月

　
　
　
道
の
駅
な
ぶ
ら)

有
害
鳥
獣
捕
獲
報
奨

金
減
額
補
正

ふ
る
さ
と
納
税

寄
附
額
10
億
円
見
込

そ
の
経
費
５
億
円
弱

道
の
駅 

設
置
検
討

委
員
会
発
足
へ

町
営
住
宅
建
替
え
、

弘
野
団
地
住
宅
の

ト
イ
レ
改
修
へ

上
川
口
水
道
施
設

　
　
　
　
整
備
へ

戸
籍
法
改
正
に
伴
う

　
手
数
料
を
追
加

●
訪
問
介
護
事
業
所
へ
の
支

援
を
求
め
る
意
見
書

　
　
　
　
　
　
提
出
議
員

　
　
　
　
　
　 

濱
村
美
香

　
　
　
　
　
　
賛
成
議
員

　
　
　
　
　
　 

澳
本
哲
也

　
厚
生
労
働
省
の
令
和
６
年

度
の
介
護
報
酬
改
定
に
よ
り
、

訪
問
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
基
本

報
酬
が
引
き
下
げ
ら
れ
た
。

　
こ
の
背
景
に
は
、
効
率
的

な
サ
ー
ビ
ス
提
供
の
で
き
る

施
設
が
都
市
部
に
は
多
く
、

経
営
が
安
定
し
て
い
る
と
の

結
果
が
出
た
こ
と
も
一
つ
の

要
因
に
あ
る
。

　
し
か
し
、
本
町
の
よ
う
な

中
山
間
地
域
で
の
サ
ー
ビ
ス

提
供
は
、
経
費
や
人
的
負
担

が
大
き
く
な
り
、
そ
の
こ
と

が
、
訪
問
介
護
事
業
所
経
営

の
厳
し
さ
に
拍
車
を
か
け
、

ひ
い
て
は
事
業
所
閉
鎖
と
な

る
と
、
住
民
の
望
む
在
宅
生

活
ま
で
も
維
持
継
続
が
困
難

と
な
る
。

　
今
回
、
県
に
対
し
、
住
み

慣
れ
た
地
域
で
安
心
し
て
望

む
暮
ら
し
が
継
続
で
き
る
よ

う
、
訪
問
介
護
事
業
所
へ
の

経
済
的
支
援
や
介
護
人
材
確

保
支
援
を
強
く
要
望
す
る
。

　
　
　
　
　
　
可
決
（
全
員
）

　
令
和
６
年
４
月
30
日
を

も
っ
て
、
畦
地
教
育
長
の
任

期
満
了
に
伴
い
、
そ
の
後
任

に
任
命
す
る
も
の
。

　
任
期
は
、
令
和
６
年
５
月

１
日
か
ら
令
和
９
年
４
月
30

日
。

高
知
市
福
井
町
１
０
０
０
番

地
14
　
　
　
　
宮
川
　
雅
一

　
教
育
委
員
会
委
員
の
任
期

満
了
に
伴
い
、
新
た
に
任
命

す
る
も
の
。

　
任
期
は
、
令
和
６
年
６
月

６
日
か
ら
令
和
10
年
６
月
５

日
。

下
田
の
口
３
７
７
番
地

　
　
　
　
荒
木
　 

剛

　
固
定
資
産
評
価
委
員
会
の

委
員
３
名
を
任
命
す
る
も
の
。

　
任
期
は
、
い
ず
れ
も
令
和

６
年
５
月
16
日
か
ら
令
和
９

年
５
月
15
日
。

入
野
２
６
３
８
番
地
１

　
　
　
　
千
谷
　
和
人

下
田
の
口
８
２
２
番
地
57

　
　
　
　
田
中 

由
寿
美

出
口
１
７
５
番
地
２

　
　
　
　
山
沖
　
直
樹

　
国
の
デ
フ
レ
完
全
脱
却
の

た
め
の
総
合
経
済
対
策
と
し

た
重
点
支
援
交
付
金
事
業
の

う
ち
、
物
価
高
騰
対
策
お
よ

び
消
費
活
動
喚
起
の
施
策
と

し
て
、
対
象
者
に
５
千
円
の

地
域
商
品
券
を
配
付
す
る
黒

潮
町
物
価
高
騰
対
策
商
品
券

交
付
事
業
の
追
加
に
よ
り
６

１
２
１
万
円
の
増
額
。

　
ま
た
、
国
の
低
所
得
者
支

援
事
業
と
し
て
定
め
ら
れ
た
、

均
等
割
の
み
課
税
世
帯
に
対

す
る
支
援
給
付
金
と
、
子
育

て
世
帯
に
対
す
る
支
援
給
付

金
の
事
業
費
な
ど
の
追
加
に

よ
り
、
４
６
８
３
万
円
の
増

額
を
行
う
も
の
。

　
歳
入
に
つ
い
て
は
、
国
庫

支
出
金
の
地
方
創
生
臨
時
交

付
金
を
充
当
し
、
基
金
繰
入

金
で
収
支
の
調
整
を
行
っ
て

い
る
。
　
　
　
可
決
（
全
員
）

■
物
価
高
騰
対
策
給
付
金

（
均
等
割
世
帯
分
）

　
　
　
　
　
３
４
６
０
万
円

　
均
等
割
の
み
課
税
世
帯
４

２
０
世
帯
を
見
込
む
も
の
。

■
物
価
高
騰
対
策
給
付
金

（
子
ど
も
加
算
）

　
　
　
　
　
　
７
５
０
万
円

　
子
育
て
世
帯
へ
の
給
付
金

は
、
非
課
税
世
帯
と
し
て
60

世
帯
１
０
０
人
と
、
均
等
割

の
み
課
税
世
帯
と
し
て
20
世

帯
50
人
を
見
込
む
も
の
。

●
手
数
料
徴
収
条
例
の
一
部

改
正

　
こ
の
条
例
の
改
正
は
、
戸

籍
法
の
一
部
改
正
に
よ
り
、

戸
籍
謄
本
な
ど
の
発
行
事
務

や
、
届
出
書
情
報
の
内
容
に

基
づ
く
届
出
書
等
情
報
内
容

証
明
等
の
事
務
が
創
設
さ
れ

た
こ
と
に
よ
り
、
こ
れ
ら

の
事
務
に
係
る
手
数
料
の

額
を
定
め
る
た
め
、
一
部

を
改
正
す
る
も
の
。
　
　

　
　
　
　
　
　
可
決
（
全
員
）

訪
問
介
護
事
業
所
に

　
県
か
ら
も
支
援
を

議
員
提
出
議
案

教
育
長
の
任
命

条
例
の
一
部
改
正

教
育
委
員
会

  

委
員
の
任
命

固
定
資
産
評
価

委
員
会
委
員
の
任
命

●
令
和
５
年
度
一
般
会
計
補
正
予
算

地
域
商
品
券
や
子
育
て
世
帯
支
援
な
ど

１
億
８
０
４
万
円
追
加
し 

総
額
１
２
２
億
７
千
万
円
弱
に

臨 
時 
会

令
和
６
年
１
月

　
１
月
31
日
に
開
催
。
一
般
会
計
補
正
予
算
と
条
例
の
改
正
の
２
件
が
提
案
さ
れ
、

２
件
共
に
可
決
さ
れ
た
。

〈第6回〉

脱
炭
素
対
策
に
４
億
６
４
０
０
万
円


